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高速道路機構・会社の業務点検

（平成27年7月）

高速道路機構・会社の業務点検フォローアップ （概要）

１．有利子債務の確実な返済
・有利子債務を着実に返済

・低金利を活かし資金調達の更なる工夫

今回のフォローアップ （概要）

２．早期かつ極力少ない国民負担の

整備と安全・安心なサービスの提供

・開通前倒しやコスト縮減を達成

・老朽化対策、大規模災害等への

対応強化

４．経営・業務・組織運営

＜会社＞関連事業の積極的な取組が必要

＜機構＞最小限の85名の体制を維持

しつつ、着実に業務を推進

１．有利子債務の確実な返済
・有利子債務を着実に返済 [29.3兆円(H26期首)→24.8兆円(R6期首)]

・超長期の資金調達等により平均資金コストも着実に低減 [1.4％(H26期末)→0.98％(R6期末)]

３．民間のノウハウの発揮による

多様なサービスの提供

・SA・PAのサービス向上、売上高増加

２．早期かつ極力少ない国民負担による整備と安全・安心で確実なサービスの提供
＜高速道路ネットワークの整備＞

・ネットワーク整備や機能強化による効果が発現、事業マネジメントの強化が必要
[ネットワーク：398km、４車線化：309km、スマートIC：84箇所 開通（H27以降）]

＜安全・安心で確実なサービスの提供＞
・メンテナンスサイクルの構築、更新事業が進展、点検の効率化・省人化が進む一方、
維持管理コストが増大

・災害時の早期通行止め解除、 逆走への対応強化、システム障害等リスク対応が必要

３．民間のノウハウの発揮による多様なサービスの提供
＜多様で弾力的な料金＞

・大都市圏の新たな料金体系、時間変動料金等の実施

＜多様なサービスの提供＞
・SA・PA売上高増加 [約4,900億円（H26）→約6,100億円（R6）]、無人のSA・PAが増加

４．社会的課題解決に向けた取組の実施
・社会情勢の変化を踏まえ、物流環境の改善／カーボンニュートラルの実現／誰もが使い

やすい空間づくりなどに取り組む必要

５．経営・業務・組織運営

＜会社＞ 高速道路事業は賃借料を着実に支払 関連事業は営業利益を安定的に計上
担い手３法改正を受け、品質確保の取組が必要

＜機構＞ 最小限の85名の体制を維持しつつ、着実に業務を推進
アウトカム指標や技術開発など会社横断的な支援の役割の高まり

検
討
会

意
見

 これまで着実な成果をあげてきた基本的な枠組みについては、当面継続することが妥当

 社会的要請の高まりや技術革新を踏まえ、高速道路の進化・改良に向け、機構・会社が社会的な役割を果たす必要

 ＥＴＣシステム障害を受け、高速道路を建設・運営する公共性の高い企業とし、24時間365日確実なサービスの提供が必要 1
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現在 ※（）はうち、有利子債務の額

機構＋会社

機構

【民営化時】
43.3兆円

(38.1兆円)

【H26期首】
37.3兆円

(31.4兆円)

【R6期首】
35.8兆円

(30.1兆円)

【R6期首】
30.4兆円

(24.8兆円)

【H26期首】
35.1兆円

(29.3兆円)

【民営化時】
42.5兆円

(37.4兆円)

計画実績

※R7.3時点の協定に基づき作成
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【H27.3末】
0.4％

【R7.6末】

1.5％

有利子債務の確実な返済

 有利子債務を着実に返済 [29.3兆円（H26期首）→24.8兆円（R6期首）]

 一方で、平成26年度から更新事業を実施していること等により、今後、機構の債務残高は増加見込

 低金利の環境を活かして、財政融資等の超長期の資金調達を活用することにより、有利子債務の平均資
金コストは着実に低減しているが、マイナス金利政策の解除に伴い市場金利は上昇傾向
[1.4％（H26期末）→0.98％（R6期末）]

業務点検
後の状況
成果と課題

 市場金利の上昇等の状況に応じた適時適切な資金マネジメントや、資金調達需要の平準化を行い、支払
利息の圧縮に努める必要

今後必要
な取組

 有利子債務を着実に返済

 長期・超長期の固定金利による資金調達等により有利子債務の平均資金コストも着実に低減

 低金利の環境を活かし、超長期債券の発行を増やすなど今後の金利上昇リスク軽減の工夫に努める必要

業務点検
結果

（H27.7）

平均調達年限及び平均資金コスト（※）の推移（高速道路機構）

財政融資活用

10年国債金利の推移

債務残高の推移

マイナス金利施策
（H28.1～R6.3）
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1.5％

R
6

【H１7】

1.71％

【H17】

12.7年

【H26】

13.4年

【H26】

1.40％ 【R6】

0.98%

【R6】

12.4年

平均資金コスト

平均調達年限

（※）各年度末時点に機構が保有する債務の平均金利
（年）

１．有利子債務の確実な返済
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 機動性や柔軟性を発揮し、早期に効果が発現されるようネットワーク整備を推進する必要

 工期とコストを意識した事業マネジメントを徹底する必要

 事業コストの増額は、コスト縮減と併せて、事業評価等の手続きを経て、必要な反映を行う等の対応が必要

同一路線で、事業遅延が発生している区間と追加費用により
工事促進を図る区間が混在し、全体マネジメントが不十分

ネットワークの早期整備

 平成27年度以降、398kmが開通し、ネットワーク整備による効果が発現

 一方で、当初計画より、約７割が遅れて開通、工法変更や労務費等の上昇もあり、約4,100億円増額

 同一路線で事業遅延区間と追加費用により工事促進を図る区間が混在する等、全体マネジメントが不十分

業務点検
後の状況
成果と課題

今後必要
な取組

 開通予定に対して平均約４か月の前倒し、約7,400億円のコスト縮減を達成

 機動性や柔軟性を発揮し、コスト縮減や開通目標の更なる前倒しに努めつつ整備を推進する必要

 事業コストの増加要因は、コスト縮減と併せて必要な反映を行う等対応が必要

業務点検
結果

（H27.7）

事業マネジメントの課題事例

切土工事に伴うコンクリート殻等が
想定以上に出たことにより遅延

工事用進入路の増設により工事
促進させた結果、追加費用が発生

工事用進入路

区間数
年

合計遅れ前倒し

711556民営化～
民営化後10年

402614民営化後
10～20年

1114170計

※民営化後の開通区間について、民営化以降の当初協定と最新協定を比較

事業費増減
（億円）

年

▲約7,400

＋約4,100民営化後
10～20年

▲約3,300計

※約７割で遅れ

開通済延長年

8,885km民営化時

9,930km
（＋1,045km）

平成26年度末

10,328km
（＋ 398km）

令和６年度末

開通目標の達成状況 事業費増減の状況

民営化～
民営化後10年※平均４ヶ月前倒し ※約２割で遅れ

２．早期かつ極力少ない国民負担による整備と安全・安心で確実なサービスの提供

出典：NEXCO中日本ヒアリング資料

＜新名神（新四日市JCT～亀山西JCT）の整備効果＞

民営化～H27.3までに開通した区間

事業中区間

＜凡例＞
開通済み区間

H27.4以降に開通した区間

高速道路ネットワーク（有料）の整備状況

ネットワークの整備事例

東名阪道と新名神に交通が分散。東名阪道の渋滞が約9割減少
開通前 ：2018年4月1日（日）～2018年12月31日（月）
開通後 ：2023年4月1日（土）～2023年12月31日（日）
※交通集中による渋滞回数（事故による渋滞は除く）
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 効果的に４車線化を進めるとともに、コストを意識した事業マネジメントを徹底した上で、「２＋１車線」運用等
に早期に取り組む必要

 長大橋梁・トンネルでのセンターブロック等の対策にも本格的に取り組むべく、積極的に検証を加速する必要

ネットワークの機能強化（４車線化事業等）

 平成27年度以降、約613kmの４車線化に着手したものの、未事業化区間が未だに1,400km残存

 約309kmの区間の４車線化が完成し、効果が発現。一方、事業費や事業期間が増大する事業も存在

 土工部・中小橋梁でのワイヤロープ設置が概成、長大橋梁・トンネルでの設置は限定的

業務点検
後の状況
成果と課題

今後必要
な取組

 暫定２車線区間では、安全性や走行性、大規模災害時の対応等に課題があり、改善が急がれ、民営化後、

渋滞や事故等の交通状況を踏まえ、暫定２車線区間の４車線化約187kmに着手

業務点検
結果

（H27.7）

暫定２車線区間の４車線化の整備状況

うち対面通行区間ＮEXCO３社
＋本四 未事業化事業中

約1,400㎞約450㎞約1,850㎞（約20%）約9,600㎞

渋滞回数

４車線化の整備効果（事例）

事業マネジメントの課題（事例）

＜関越自動車道上越線＞

ワイヤロープ等設置状況

土工部
中小橋梁

長大橋梁
トンネル

試行設置
開始

本格設置
開始

試行設置
開始

設置概成

試行設置
拡大

検証中

H29

H30

R4

R3

R5

現在

ワイヤロープ

センターブロック

設置割合約3％約100％設置

白鳥IC～飛驒清見IC

・４車線化施工段階において、地す
べり等が発生し、事業費が増加

開通
延長

着手
延長年

88km187km 民営化～10年

309km613km
民営化

10～20年

397km800km計

＜東海北陸自動車道＞

信濃町IC～上越JCT

２．早期かつ極力少ない国民負担による整備と安全・安心で確実なサービスの提供

4



＜ロードジッパーを活用した柔軟な車線運用及び渋滞対策費の縮減＞

 Ｒ５特措法改正により更新事業を追加 [後行更新計画：約１兆5千億円]

 この10年で本格的に動き出した更新事業について、整備が進展するネットワーク活用による広域迂回路
の設定や技術開発による車線の柔軟な運用等、様々な工夫により、社会的影響を軽減

業務点検
後の状況
成果と課題

 通行規制に伴う社会的影響の軽減に要するコストも考慮した上で、更新事業を実施していく必要

 工事や通行規制等に係る関係者との協議・調整や利用者への広報等、ノウハウの共有、横展開が必要

今後必要
な取組

 必要な財源が確保されるよう、Ｈ２６特措法改正により、料金徴収期間を継続する仕組みを導入

 点検結果を踏まえ、各種構造物を適切に維持し、計画に基づいた更新事業を実施する必要

 調査研究・技術開発等に積極的に取り組み、通行規制に伴う社会的影響の軽減の具体化を検討する必要

業務点検
結果

（H27.7）

桁の架設状況

更新事業の状況

計阪神首都本四ＮＥＸＣＯ

56,170 4,292 9,377 272 42,229 
先行更新計画

（Ｈ２６特措法改正）

15,229 2,169 3,056 －10,004 
後行更新計画
（Ｒ５特措法改正）

71,399 6,461 12,433 272 52,233 計

（単位：億円）

老朽化したコンクリート床版の取替（東名多摩川橋）

更新事業における社会的影響の軽減（事例）
＜ネットワークを活用した広域迂回路の設定（阪神高速松原線喜連瓜破付近）＞

既設橋

新設橋

新設橋のスライド架設状況（高速大師橋）

大和川線
R2.3 全線開通

出典：ＮＥＸＣＯ中日本ヒアリング資料

出典：阪神高速ヒアリング資料

老朽化対策（更新事業）の推進

２．早期かつ極力少ない国民負担による整備と安全・安心で確実なサービスの提供
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出典：首都高速ヒアリング資料出典：NEXCO中日本ヒアリング資料
























